
に対応できる簡素で効率的な行政運営を実現する。
施策目的・

(2)目的 推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を確保するとともに 事業目的
展開方向

、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりやメンタルヘルスケアの充実
行政需要の変化と業務量を的確に把握した上で、各部署の職員数を適正に配置し、簡素で効率的な組織体制 各課業務について、現行の組織的課題や次年度の新規事業等に伴う人員需要などを考慮し、各種ヒアリング
を構築する。 を実施した上で、令和３年度の予定職員数859人で効率的に業務を遂行する執行体制を決定する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

常勤職員数（令和3年4月1日現在） 想定値 857当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 859

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 簡素で効率的な執行体制 間接 常勤職員数 件 859 857

令和 4年度 簡素で効率的な執行体制 間接 常勤職員数 件 857

令和 5年度 簡素で効率的な執行体制 間接 常勤職員数 件 857

少子高齢化、環境問題など行政需要は増加している。公共サービスを担う民間の主体を豊かにすることで、組織はスリムにコン
(7)事業実施上の課題と対応 パクトにしていくことが必要である。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

行政組織条例、事務分掌規則の見直し 行政組織条例、事務分掌規則の見直し 行政組織条例、事務分掌規則の見直し

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.3 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 0 2,670 2,670 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 2,670 2,670 2,670 2,670
(11)単位費用

0千円／＊＊ 3.12千円／件 3.11
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市の施策を効率的に展開するためには、機動的･弾力的に対応できる組織体制の確立が不可欠である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症への対応など社会情勢等の変化に的確に対応するためには、柔軟な組織体制を構築することが
不可欠である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 特になし □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 行政需要の変化と職員の業務量を把握したうえで、定員管理

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 を行うため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 組織の見直しは、行政改革推進委員会の意見を踏まえた「行 市民等で構成された行政改革推進委員会の意見を反映させた ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 政改革推進プラン」の改革項目となっている。 。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
859 857 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

効率的に業務を遂行する執行体制を確保したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 859 100.23
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,670 △2,670 2,670 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 32.1

件 10万円 32.17 100.22

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 43 課コード 0111 会計種別 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 機能的、弾力的な組織運営 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・行政管理課

個別事業 組織編制事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,670 千円 (うち人件費 2,670 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織づくりを 機能的、弾力的な組織体制を構築し、行政需要に的確



行体制を確保する。
施策目的・

(2)目的 推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を確保するとともに 事業目的
展開方向

、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりやメンタルヘルスケアの充実
①民間委託、民営化の一層の推進②非常勤職員等の活用③組織機構の見直し④人材の育成と活用⑤事業の見 第八次定員管理適正化計画に基づき、民間委託・民営化の推進や非常勤職員の活用等を図りながら、現行職
直し等の手法を活用し、定員の適正化を図る。 員数を維持した執行体制を確保する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

常勤職員数 想定値 857当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 859

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 執行体制の確保 直接 常勤職員数 人 859 857

令和 4年度 執行体制の確保 － 常勤職員数 0

令和 5年度 執行体制の確保 － 常勤職員数 0

第八次定員管理適正化計画は令和４年度までの３年間の計画となっている。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

定員管理適正化計画の進行管理 0 0 定員管理適正化計画の進行管理 0 定員管理適正化計画の進行管理 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.35 0.35 0.35 0.35
正職員人件費 0 3,115 3,115 3,115 3,115

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 3,115 3,115 3,115 3,115
(11)単位費用

0千円／＊＊ 3.63千円／人 3.63
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

多様な行政需要や地方分権の進展等に対応していくため、職員の働き方改革を考慮しながら、執行体制を確保していく必 ●①事前確認での想定どおり
要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症対応や社会情勢等の変化に対応するためには、的確な執行体制を確保することが必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 職員の定員管理適正化を進める事務のため、市が実施する必

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民で構成された行政改革推進委員会からの意見を反映させ ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
策定した定員管理適正化計画について、行政改革推進委員会に報告している。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
859 857 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症対応や社会情勢等の変化に対応するためには、的確な
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 859 100.23

執行体制を確保することが必要である。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,115 △3,115 3,115 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症対応や社会情勢等の変化に対

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 応するためには、的確な執行体制を確保することが必要

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 27.51 である。

人 10万円 27.58 100.25

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 44 課コード 0111 会計種別 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 定員管理の適正化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・行政管理課

個別事業 定員管理事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,115 千円 (うち人件費 3,115 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83201 重点なし ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織づくりを 多様な行政需要等に対応するため、現行職員数を維持した執



につながる事務改善案の提案を職員に奨励することで、職員の意識向上、職
施策目的・

(2)目的 推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を確保するとともに 事業目的 場の活性化を図るとともに、採用提案を実施することでサービスの向上と行政の効率化を進める。
展開方向

、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりやメンタルヘルスケアの充実
・職員(臨時職員、会計年度任用職員を含む、）から、①事務能率の向上②市民サービスの向上③経費の削 ・職員提案制度を周知し、庁内報やシーガルオフィス等で提案を募集する。
減④収入の増加⑤職場及び労働環境の改善に関する提案を募集し、採用された提案を実施する。 ・提案はメール、文書により随時受け付ける。
・採用された提案の提案者のうち、優れた提案に対しては年度表彰を行う。 当該年度 ・提出された提案は審査を行い、採用された提案については実施に向けた取組を進める。

執行計画 ・年度内の採用提案を対象に、年度末に年度表彰を行う。
(3)事業内容 内　　容

提案採用数（職場内提案含む） 想定値 30当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 職員の創意工夫を活かし、行政効率と市民サービスを向上させる。 間接 提案採用数（職場内提案含む） 件 0 30

令和 4年度 職員の創意工夫を活かし、行政効率と市民サービスを向上させる。 間接 提案採用数（職場内提案含む） 件 30

令和 5年度 職員の創意工夫を活かし、行政効率と市民サービスを向上させる。 間接 提案採用数（職場内提案含む） 件 30

趣旨を浸透させ提案件数の増加を図るため、周知に努める。
(7)事業実施上の課題と対応 件数増加のみに着目せず、提案内容の質や実現性も視野に入れることで、より多くの提案採用・実施を目指す。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

報償費 55 0 報償費 55 報償費 55

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 55 0 合　　計 55 合　　計 55
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 55 0 55 55

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.15 0.15 0.15 0.15
正職員人件費 0 1,335 1,335 1,335 1,335

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 1,390 1,335 1,390 1,390
(11)単位費用

0千円／＊＊ 46.33千円／件 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

限られた人材で、行財政運営の効率化や市民サービスの向上を図るには、職員の意欲と能力を最大限に引き出し活用する ●①事前確認での想定どおり
ことが必要である。職員の創意工夫、提案を活かす本事業は、職員の潜在能力を引き出す有効な手段である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

職員から事務の効率化・改善策等の提案があった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市職員から提案を募集し、市自らが取り組む制度のため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 特になし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
特になし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 30 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

採用された提案がなかったため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,390 △1,390 1,335 96.04
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 採用された提案がなかったため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.16

件 10万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 61 課コード 0111 会計種別 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 事務手続き、事務機の見直し、事務改善の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 総務部・行政管理課

個別事業 職員提案事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,390 千円 (うち人件費 1,335 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織づくりを 事務効率、市民サービスの向上



基づき委託化･民営化を推進。官民の役割分担を根本的に見直し、充実した公共サービス
施策目的・

(2)目的 よう、提案型公共サービス民営化制度を活用しながら事業の委託化や民営化を進めるとともに、公の施設の 事業目的 の提供とスリムで効率的な市役所の実現を目指す。
展開方向

管理運営にあたっては指定管理者制度の活用を進めます。また、事業の必要性や実施主体のあり方などにつ
市の全事務事業を例外なく公表し、民間の視点で市の仕事を見直してもらい、企業・ＮＰＯ・市民団体等か ４月～３月　　提案型公共サービス民営化制度の見直し
ら委託･民営化の提案を募集する。募集する提案は民間の創意工夫やアイデアを盛り込んだ提案とし、サー
ビスの質やコストの面で市民にとってプラスになると判断したものは、委託･民営化を実施する。 当該年度
国では、民間提案制度の一層の普及に向けた検討を進めていることから、国の動向を見極めながら、提案型 執行計画

(3)事業内容 内　　容 公共サービス民営化制度の見直しを行った後に、提案募集を開始していく。

制度見直し進捗率 想定値 100当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 50

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 提案型公共サービス民営化制度の見直し 間接 制度見直し進捗率 % 50 100

令和 4年度 委託・民営化の推進 直接 委託・民営化した事業数 件 10

令和 5年度 委託・民営化の推進 直接 委託・民営化した事業数 件 10

募集方法、審査方法など制度の見直しを行い、より実効性のある仕組みにする必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

案型公共サービス民営化制度委員報酬 42 0 案型公共サービス民営化制度委員報酬 42 案型公共サービス民営化制度委員報酬 42

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 42 0 合　　計 42 合　　計 42
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 42 0 42 42

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 0 1,780 1,780 1,780 1,780

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 1,822 1,780 1,822 1,822
(11)単位費用

0千円／＊＊ 18.22千円／% 35.6
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

少子高齢化や環境問題など公共の果たす役割はますます拡大し、行政のみが公共の分野を担うのは困難な状況にある。公 ●①事前確認での想定どおり
共サービスを担う民間企業やＮＰＯが増加する中で、これら民間の主体と行政がともに公共を担う｢新しい公共」づくり ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ が求められている。 ●要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

制度の募集休止中であるが、事業者より制度に限らない市の事業への新たな提案や提案に向けた相談が複数件あった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の全事業を公開し、民間から提案してもらう制度について

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、市が見直しを行うため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ●要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ＮＰＯ法人や民間事業者からの提案を求める必要がある 特になし ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ●要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ●要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ●要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
50 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

現行の制度は見直すこととし、あらゆる民間活用の手法について調査研究し、実
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0

施することとしたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,822 △1,822 1,780 97.69
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ●要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 現行の制度は見直すこととし、あらゆる民間活用の手法

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ●要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 について調査研究し、実施することとしたため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 5.49

% 10万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ●事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
現行の制度は見直すこととし、あらゆる民間活用の手法について調査研究し、実施していく。 これまでの制度によるインセンティブの考え方について、様々な課題等があることから、競争性や公平性を確保する観点も含め、現行の制度は

見直しを図る。今後は、特定の事業を指定し募集する方式、加点評価方式などを取り入れた民間提案制度や成果連動型民間委託契約方式など、
あらゆる民間活用の手法を調査研究し、実施していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 62 課コード 0111 会計種別 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 継続的な行政改革の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 総務部・行政管理課

個別事業 提案型公共サービス民営化制度の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 4年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,822 千円 (うち人件費 1,780 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高いサービスを提供していける 民間からの提案に



行、財政の逼迫等、厳しい社会経済情勢の変化に対応した簡素で効率的な行財政システムの
施策目的・

(2)目的 推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を確保するとともに 事業目的 構築を目的とする。
展開方向

、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりやメンタルヘルスケアの充実
市の基本構想に定められた「効率的で効果的な行政運営」の基本的な取り組みのもとに、総務省から地方行 計画の期間である２０１８（平成３０年）度から２０２１年（令和３年）度に取り組むべき改革項目の結果
政サービス改革の推進の主要事項として挙げられている事項を中心に次の６つを取り組みの主要事項として 検証。
取り上げた｢第４次行政改革推進プラン」を着実に実行する。なお、｢第４次行政改革推進プラン」は令和２ 当該年度 行政改革推進委員会の開催月に限り短期的にＡＩ文字起こしによる筆耕翻訳を試行し、同期間中に開催され
年度までの計画期間としていたが、令和４年度からスタートする次期総合計画に定める行政運営の方向性と 執行計画 る審議会等の議事録等作成での活用や、外部へ依頼する筆耕翻訳の代替手段としての活用を図る。

(3)事業内容 内　　容 一致させることが必要であること、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、各改革項目の検討、実施、
検証に支障が生じていることから、現プランに掲げた取り組みの基本的な考え方を継続しつつ計画期間を令
和３年度まで延長した。令和３年度は主要事項の１つとして取り上げているＩＣＴを活用した業務の見直し 改革項目のうち見直しが実施された件数 想定値 42当該年度
として、ＡＩ文字起こしによる筆耕翻訳の有償実験を行い、行政改革推進委員会の会議概要作成を発端に、 単位 項目

活動結果指標 実績値 15全庁への展開を図り、各種審議会等の議事録等作成事務の効率化や各課の筆耕翻訳料の節減を目指す。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 計画に示されている年度別計画に基づき改革項目を達成する。 直接 改革項目のうち見直しが実施された件数 項目 15 42

令和 4年度 － 0

令和 5年度 － 0

行政改革、新たな行財政システムの構築は単年で完成するものではない。多様化する市民ニーズや社会情勢を把握し、的確に対
(7)事業実施上の課題と対応 応する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

行政改革市民推進委員会報酬 280 224 行政改革市民推進委員会報酬 280 行政改革市民推進委員会報酬 280
ＡＩ文字起こしによる筆耕翻訳 198 198

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 478 422 合　　計 280 合　　計 280
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 478 422 280 280

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.5 0.5 0 0
正職員人件費 0 4,450 4,450 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 4,928 4,872 280 280
(11)単位費用

0千円／＊＊ 117.33千円／項目 324.8
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方分権の推進や少子高齢化の進展など自治体を取り巻く環境が大きく変化する中で、様々な課題に的確に対応しつつ、 ●①事前確認での想定どおり
行政に対する市民の満足度を向上させていくためには、簡素で効率的な行財政システムを確立する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

持続可能な自治体運営を行うためには、財政基盤の確立と効率的・効果的な行政運営は不可欠である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の事業の見直しは、納税者の視点を踏まえて市が実施する

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 行政改革推進委員会に市民の参加がある。委員の意見を踏ま 市民の視点、納税者の視点での事業の見直しを行った。行政 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り えプランを策定している。 改革推進委員会は主に市民で構成されている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(項目) 目標値(b)(項目) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(項目) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
15 42 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

改革項目に取り組んだが、プラン期間内での達成は困難だったため、目標値は未
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 15 35.71

達成である。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,928 △4,928 4,872 98.86
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 改革項目に取り組んだが、プラン期間内での達成は困難

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 だったため、目標値は未達成である。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.85

項目 10万円 0.31 36.47

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 63 課コード 0111 会計種別 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 組織的な行政改革の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 総務部・行政管理課

個別事業 行政改革推進プランの推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 4年度 ～ 令和 3年度 ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,928 千円 (うち人件費 4,450 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織づくりを 少子高齢化の進



工事請負者の施工技術の水準の向上を図る。
展開方向

請負金額が１３０万円を超える工事（土木・建築・設備）に対して、我孫子市工事検査要綱（平成２年訓令 ・工事検査業務（通年）
第１７号）に基づき、竣工・出来高・中間検査を実施する。 ・千葉県建設技術管理協議会研修

当該年度 ・千葉県下工事検査連絡協議会研修
執行計画 ・工事検査結果報告会

(3)事業内容 内　　容 ・優良建設業者等表彰

工事検査実施件数（中間及び出来形含む） 想定値 100当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 118

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 工事目的物を対象に、給付の完了の確認に必要な検査を行う。 直接 工事検査結果通知書発行数／工事検査実施件数 ％ 100 100

令和 4年度 工事目的物を対象に、給付の完了の確認に必要な検査を行う。 直接 工事検査結果通知書発行数／工事検査実施件数 ％ 100

令和 5年度 工事目的物を対象に、給付の完了の確認に必要な検査を行う。 直接 工事検査結果通知書発行数／工事検査実施件数 ％ 100

検査職員の検査業務への研讃と、監督職員の技術の習得並びに工事請負者の施工技術水準の向上に向けた積極的な取り組みが求
(7)事業実施上の課題と対応 められる。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 10 2 消耗品 10 消耗品 10
建設副産物情報交換システム利用料 9 9 千葉県下工事検査連絡協議会負担金 18 千葉県下工事検査連絡協議会負担金 18

建設副産物情報交換システム利用料 9 建設副産物情報交換システム利用料 9

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 19 11 合　　計 37 合　　計 37
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 19 11 37 37

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 1 1 1 1
正職員人件費 0 8,900 8,900 8,900 8,900

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 8,919 8,911 8,937 8,937
(11)単位費用

0千円／＊＊ 89.19千円／件 75.52
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方自治法第２３４条の２、我孫子市財務規則第１５０条（給付の検査）に基づき、我孫子市工事検査要綱により工事に ●①事前確認での想定どおり
関する給付の完了の確認に必要な検査を実施する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

関係基準に基づき、業務が必要であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令等に基づき、地方公共団体が行う検査であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

着実に業務を遂行したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,919 △8,919 8,911 99.91
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.12

％ 10万円 1.12 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1959 課コード 0111 会計種別 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・行政管理課

個別事業 工事検査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 1 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,919 千円 (うち人件費 8,900 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

工事目的物が、契約図書に定められた出来形や品質等を確保しているかを確認するため、給付の完了の確認
施策目的・

(2)目的 事業目的 に必要な検査を行うとともに、工事成績評定を実施し



恣意性を排除して実施する。
展開方向

契約担当は、財務規則第１３８条に規定する額を超える契約、年間約８００件を処理している。 通年で毎月１回：競争入札（公募型一般競争入札）月平均約２５件程度　　　　　　　　　　　　　　　　
公共調達は、競争入札（公募型競争入札）に付すことを原則とし、全契約件数中、年間約２８０件から２９ 通年で毎月１回：入札等審査会の開催
０件の入札案件を公募型一般競争入札、指名競争入札及び総合評価落札方式入札により執行している。随意 当該年度 通年：入札参加随時登録申請の審査受付事務
契約については、一部は入札等審査会に諮るなどして、財務規則等の法令に従い適切に運用している。 執行計画 ４月～６月：年間契約の処理、１０月：公契約審議会の開催、１１月・２月：入札等監視委員会の開催、１

(3)事業内容 内　　容 また、約４０００業者を登載する競争入札参加者登録簿の維持・管理を行うため、資格審査等の事務を行っ 月～３月：翌年度年間契約の準備
ている。

契約処理件数 想定値 800当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 843

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 公募型競争入札の適用拡大及び随意契約の適切な運用 直接 入札執行率（入札案件数／入札対象案件数） ％ 44 44

令和 4年度 公募型競争入札の適用拡大及び随意契約の適切な運用 直接 入札執行率（入札案件数／入札対象案件数） ％ 46

令和 5年度 公募型競争入札の適用拡大及び随意契約の適切な運用 直接 入札執行率（入札案件数／入札対象案件数） ％ 48

総合評価落札方式の導入など競争入札の多様化を図ることや、入札・契約関係法令等の改正等に伴う発注案件の品質の確保や工
(7)事業実施上の課題と対応 事等における契約要件の緩和を図るなどして市内事業者の受注環境の改善など行っている。一方で、受注結果からその公平性や 代替案検討 ○有 ●無

透明性が問われないよう、制度全般の結果からの検証等を行い、入札及び契約制度の質の向上に努める。また、随意契約が依然

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

入札等監視委員会報償費 39 39 入札等監視委員会報償費 39 入札等監視委員会報償費 39
契約事務連絡協議会負担金 10 10 契約事務連絡協議会負担金 10 契約事務連絡協議会負担金 10
パート会計年度任用職員（事務）報酬等 4,626 4,579 パート会計年度任用職員（事務）報酬等 2,740 パート会計年度任用職員（事務）報酬等 2,740
公契約審議会委員報酬６人 42 21 公契約審議会委員報酬６人 42 公契約審議会委員報酬６人 42
消耗品費 16 16 消耗品費 16 消耗品費 16
契約データベース使用料 32 32 契約データベース使用料 32 契約データベース使用料 32
普通旅費 8 0 普通旅費 8 普通旅費 8

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 4,773 4,697 合　　計 2,887 合　　計 2,887
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 4,773 4,697 2,887 2,887

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 1.3 1.3 1.3 1.3
正職員人件費 0 11,570 11,570 11,570 11,570

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 16,343 16,267 14,457 14,457
(11)単位費用

0千円／＊＊ 20.43千円／件 19.3
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方公共団体の契約締結は、長の権限たる予算の執行権に基づく行為であること、また、地方公共団体の契約は、契約担 ●①事前確認での想定どおり
当者の恣意性の排除を図るため、地方自治法、地方自治法施行令、市の条例、規則等で規定されており、法を遵守のうえ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 公正で透明な契約事務が求められている。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市発注の契約について、法令等を遵守し適正に処理することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令等により市でなければ実施することができない。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
当該事務は市民の参加や協働に馴染まない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
入札事務を電子化することにより、紙資源の節減を図っている。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
44 44 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

入札不調等が減少したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 44 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 16,343 △16,343 16,267 99.53
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

再任用短時間職員が会計年度任用職員となったため

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.27

％ 10万円 0.27 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1962 課コード 0111 会計種別 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・行政管理課

個別事業 契約業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 1.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,457 千円 (うち人件費 11,570 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 16,343 千円 (うち人件費 11,570 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市が行う公共調達について、入札及び随意契約の適正な運用を図り、競争性、透明性、公正性及び客観性の
施策目的・

(2)目的 事業目的 確保するとともに



登録及び電子入札を行ない、事務の電子化・効率化とともに入札・契約事務
展開方向

の公正性、透明性及び客観性の確保する。
入札・契約事務の公正性、透明性及び客観性の確保並びに事務改善に伴う発注コストの削減を目的として、 ・令和２年４月１日～　入札参加資格随時申請等の共同受付、資格審査、業者登録
千葉県電子自治体共同運営協議会が開発した「ちば電子調達システム」を利用して、入札参加資格申請等の ・年間を通じて「工事」「工事関係測量コンサル業務委託」の電子入札の実施
共同受付、資格審査、業者登録及び電子入札による執行を行う。 当該年度 ・電子入札範囲の拡大検討

執行計画
(3)事業内容 内　　容

入札案件のうち、物品及び業務委託（測量コンサルタントを除く）を 想定値 50当該年度
電子入札で実施 単位 件

活動結果指標 実績値 98

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 物品及び委託について入札を電子入札で実施 直接 電子入札執行率（物品・委託電子入札件数／物品・委託入札件数） ％ 55 56

令和 4年度 物品及び委託について入札を電子入札で実施 直接 電子入札執行率（物品・委託電子入札件数／物品・委託入札件数） ％ 65

令和 5年度 物品及び委託について入札を電子入札で実施 直接 電子入札執行率（物品・委託電子入札件数／物品・委託入札件数） ％ 70

市内業者に多い個人事業者が電子入札に参加しやすい環境整備に努めるとともに、物品調達や委託業務の入札案件の電子入札へ
(7)事業実施上の課題と対応 の移行を検討していく。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

電子調達システムの運用 電子調達システムの運用 電子調達システムの運用
電子調達システム使用料 3,252 3,252 電子調達システム使用料 3,252 電子調達システム使用料 3,252
電子調達システム負担金 525 525 電子調達システム負担金 79 電子調達システム負担金 525
入札参加資格申請書等審査書類送料 72 67 入札参加資格申請書等審査書類送料 48 入札参加資格申請書等審査書類送料 72
発注者データベースシステム使用料 143 143 発注者データベースシステム使用料 143 発注者データベースシステム使用料 143

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 3,992 3,987 合　　計 3,522 合　　計 3,992
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 3,992 3,987 3,522 3,992

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 0 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.9 0.9 0.9 0.9
正職員人件費 0 8,010 8,010 8,010 8,010

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 12,002 11,997 11,532 12,002
(11)単位費用

0千円／＊＊ 240.04千円／件 122.42
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

国は、世界最先端のIT国家を目指す「ｅ－Ｊａｐａｎ」を策定し、電子調達の導入を積極的に推進している。また、国土 ●①事前確認での想定どおり
交通省は、２００１年度から段階的に「コアシステム」による電子入札を実施し、先進自治体でも同システムを活用した ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ システムの開発と導入が進んでいる。県及び県内自治体は、開発費の削減及び自治体間の連携を深めるため、２００３年 ○要
   背景は？(事業の必要性) 度に千葉県電子自治体共同運営協議会を設置し、ちば市町村共同利用電子調達システムを開発・運用した。２００５年か ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ら本市もこれに参加し、入札参加資格申請の共同受付、資格審査、電子入札や業者登録に利用している。２０２０年５月 入札参加資格審査申請に係る新規、随時、変更受付及び審査事務の大幅な効率化が図られるとともに、入札の電子化に伴
から稼働しているシステムにおいては、千葉県内の全市町村に公営企業も加わり、機能の高度化、利用料の削減及び参加 い、公平性、透明性及び客観性が確保されている。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 千葉県及び県内市町村と共同導入・運用することで、経費の

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 大幅な削減や事業者の負担軽減にもつながっている。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 入札等監視委員会の「入札情報の提供方法の拡大」の提言を ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 踏まえ、電子調達システムでの入札情報提供（設計図書等の ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 情報提供を含む。）を実施した。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
当該業務は市民の参加や協働に馴染まない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 電子入札の導入により、紙の使用量の大幅な縮減及び事務量 ●①想定どおり
□②生き物と共存している の軽減につながり、間接的に環境負荷の低減が図られている ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 。

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
入札参加資格の審査に当たり、県内市町村の共同受付窓口を設置することにより、事業者が提出する書類を大幅に削減す
ることができる。また、電子申請及び郵便受付を行うことで移動に係るエネルギー消費を抑えることができる。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
55 56 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

単価契約の電子入札化をさらに進めた結果、対象案件数が増えた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 55 98.21
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,002 △12,002 11,997 99.96
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.47

％ 10万円 0.46 97.87

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1965 課コード 0111 会計種別 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・行政管理課

個別事業 電子調達システムの運用 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.9 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,002 千円 (うち人件費 8,010 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83204 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

千葉県電子自治体共同運営協議会が開発・運営する「ちば電子調達システム」により、入札参加資格申請書
施策目的・

(2)目的 事業目的 等の共同受付、資格審査、業者



づくりを 事務処理誤りの発生を防止するため、対応方針を定め、個別事例における防止策を検討・実施し、リスク
施策目的・

(2)目的 推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を確保するとともに 事業目的 マネジメントを推進する。
展開方向

、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりやメンタルヘルスケアの充実
事務処理誤りの発生を防止するため、業務を執行する上でのリスクを識別・評価し、対応策を講じることで 個別事例におけるリスクの洗い出しを行い、評価と対応方法を確認する。また、管理職をはじめ職員の意識
適正な執行を確保する。組織として、予めリスクがあることを前提に法令等を遵守しつつ、適正に業務を執 高揚を図るため、職員向けの研修会を実施する。
行する。具体的には、事務を「見える化」することにより、事前に不祥事や事務ミスを予防できる仕組みを 当該年度
つくり、組織全体で取り組んでいくために、「作業一覧表」「業務全体フロー図」「リスク評価シート」を 執行計画

(3)事業内容 内　　容 作成し、各所属における自己評価とあわせて関係する所属による評価を行う。

リスク評価を実施した全庁共通の業務数 想定値 3当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 リスクの評価と対応・統制 直接 リスク評価を実施した全庁共通の業務数 件 1 3

令和 4年度 リスクの評価と対応・統制 直接 リスク評価を実施した全庁共通の業務数 件 5

令和 5年度 リスクの評価と対応・統制 直接 リスク評価を実施した全庁共通の業務数 件 10

事務処理誤りの発生を防止するためには、行政管理室だけではなく組織的な取組みが必要となり、財務や会計部門などの関係部
(7)事業実施上の課題と対応 署と連携し推進していくことが必要である。また、職員一人一人がリスクを認識し事務を執行することが事務処理誤り防止のた 代替案検討 ○有 ●無

めには不可欠となるため、組織の風土や職員の意識改革に取り組んでいくことが必要である。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

個別事例におけるリスクの評価と対応 個別事例におけるリスクの評価と対応 個別事例におけるリスクの評価と対応
普通旅費（先進市視察） 0 0 消耗品費（図書購入など） 15 消耗品費（図書購入など） 15
消耗品費（図書購入など） 15 5 職員研修委託（職員向けリスクマネジメ 160 職員研修委託（職員向けリスクマネジメ 160
職員研修委託（職員向けリスクマネジメ 160 0 会計年度任用職員人件費（パート） 1,902 会計年度任用職員人件費（パート） 1,902
会計年度任用職員人件費（パート） 1,903 1,880

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 2,078 1,885 合　　計 2,077 合　　計 2,077
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 2,078 1,885 2,077 2,077

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.4 0.4 0.4 0.4
正職員人件費 0 3,560 3,560 3,560 3,560

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 5,638 5,445 5,637 5,637
(11)単位費用

0千円／＊＊ 1,879.33千円／件 5,445
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

事務処理誤りを防止するために業務を執行する上でのリスクを識別し、評価し、対応策を講じることで適正な執行を確保 ●①事前確認での想定どおり
する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

補助金等申請事務処理誤り防止に向け、各所属において作成した様式をもとにリスク評価を行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 事務処理誤りを防止するためには、市の担当課だけではなく

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 組織的な対応が必要となる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 特になし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 3 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

補助金等申請事務以外のリスク対応策整備の様式は作成していないが、準公金取
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 33.33

扱事務の自己評価や事務処理誤り防止研修を通じて、組織的な対応を図った。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,638 △5,638 5,445 96.58
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、先進市へ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 の視察及び職員向け研修を中止したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.05

件 10万円 0.02 40

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
リスクマネジメントの推進について、現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2279 課コード 0111 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 リスクマネジメントの推進 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・行政管理課

個別事業 リスクマネジメントの推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,666 千円 (うち人件費 3,560 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 5,638 千円 (うち人件費 3,560 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織


